






















































































































































































































































































































































































































































































































































親 Y1と 5親等、養子 Y2と 6親等の血族である原
告が、Y1の公正証書遺言によって全財産の遺贈を
受けていると主張して、養子縁組無効の訴えを提起
した事案）
「養子縁組無効確認の訴えは、縁組当事者以外の
者もこれを提起することができるが、当該養子縁組
が無効であることにより自己の身分関係に関する地
位に直接影響を受けることのない者は、右訴えにつ
き法律上の利益を有しないと解するのが相当である
（最高裁判所昭和63年3月1日第3小法廷判決・民
集42巻3号157頁3照）。」として、最高裁の判決（⑪）
に従うことを宣言した後、「これを本件についてみ
ると、被控訴人Xは、控訴人Y1のいとこの子であ
るから、Y1の 5親等の血族であり、また、本件養
子縁組が有効であれば、Xと控訴人Y2との間には
6親等の血族関係が生じることになり（民法727条）、
いずれも民法725条の定める親族の範囲に含まれる
ことになる。ところで、民法、刑法その他の法令の
規定により、親族関係に基づいて種々の法律効果が
発生することは、被控訴人の主張するとおりである。
しかし、被控訴人と控訴人両名の間の関係は、せい
ぜい 5親等又は 6親等の親族関係にすぎないので
あって、本件養子縁組が無効であることによって、
被控訴人の相続・扶養等の関係に何ら影響を及ぼ
すものではないし、その他、被控訴人が具体的に権
利を得、又は義務を免れるような関係にはないもの
といわなければならない。したがって、被控訴人は、
現在の時点において、本件養子縁組が有効か無効か
が確定しないことによって、身分関係上の地位が不
安定であるとはいえないことが明らかである。」と
して、控訴を認容、原判決を取り消し、原告Xの
訴えを却下する判決を言い渡した 6）。
⑬大阪高判平成21年5月15日判時2067号42頁、判
タ 1323号251頁は、養母の相続財産法人が相続財
産管理人を代表者として養子を相手取って養子縁組
無効の訴えを提起したという珍しい事案について、
次のような判断を示した）7）。
控訴人（被告）の「相続財産法人は、養子縁組の
無効によって単に財産上の権利義務に影響を受ける
にすぎないから、養子縁組無効確認訴訟の原告適格
を有しない」との主張について、「相続財産法人は
6）	 この判決については、矢田廣高判事の判例解説がある（判タ852号［1993年］251頁以下）が、以下のように批判的な見解を明ら
かにされている。
	 「養子縁組無効の訴えの多くは相続を巡る紛争の一面を有し、特に養親が末期養子を必要とするような事案においては、身分関係が
比較的複雑な事案が多く、親等の遠近が直ちに人間関係の濃淡を示すものではなく、むしろ、親等の近い者がいないか、あるいは、
それらの者との間が疎遠であって、そのため、相続が開始した場合に人間関係の実態に合わせて遺言がなされ、あるいは被相続人と
生計を同じくしていた者、療養看護等に努めた者など相続人以外の者が特別縁故者として、一定の財産的期待を抱くことが多く、そ
のような中で突然養子縁組届出がなされることにより、その財産的期待が覆されることになるのである。
	 養親が生存中であれば、養親が自ら養子縁組無効の訴えを提起できるし、養親が意思能力を喪失している場合には、貢献員や後見監
督人を選任したうえ、後見人や後見監督人が訴えを提起する必要があるが、養親が意思能力を喪失してしまった場合にはその利益を
守ることには実際上の困難を伴うことが多いであろう。事故の経済的利益が背後に隠れていないかぎり、今日親族であるというだけ
で他人間の養子縁組関係について無効確認をすることは少ないであろう。
	 このように身分関係に関する地位に直接影響を受ける者がないか、あるいはその者らには経済的な利害県警がないか無関心である場
合に、第三者が養子縁組無効を主張して訴訟を提起することになるが、かかる財産上の利害関係しかない者にも十分な養子縁組無効
確認の訴えの提起について動機と訴訟追行の意欲が認められる場合が多い。このように近親者がいないような場合にまで、身分関係
に関する地位にないとして全て前提問題としてのみ争うこととすることがよいのか、あるいは前期最高裁判決のように特別縁故者と
して遺産の分与を受けるにすぎないため前提問題としても争うことが困難な場合にまで同様に考えるべきなのか根本的に考え直して
みる余地があるように思われる。」と。
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自然人ではないから、厳密にいえばその身分関係に
関する地位というものを観念することはできない。
しかしながら、相続財産法人は、相続開始時におけ
る被相続人に属していた一切の権利義務及びその他
の法律関係を承継するのであるから、この面では、
被相続人の権利義務を承継した相続人と同様の地位
にあるということができるところ、本件養子縁組が
無効であるか否かは、養親の相続関係に直接の影響
を与えるものである。そして、養子縁組無効確認の
訴えの性質は確認訴訟であって、これを提起できる
者を自然人に限るべき根拠はない。そうすると、養
親の相続財産法人である被控訴人は、本件養子縁組
が無効であるか否かによって相続に関する地位に直
接影響を受ける者として、本件養子縁組の無効確認
を求める法律上の利益を有するというべきであり、
原告適格を欠くとはいえない。控訴人の主張は採用
することができない。」とした。
⑶　従前の判例の評価
以上の裁判例から分かるように、第2次大戦後、
⑪の最高裁判決が出されるまでの下級審において
は、大審院の判例（原告が養親または養子と親族関
係にあること、あるいは縁組無効により何らかの権
利を得または義務を負うとことといういずれかの要
件を充足すればよいとした④判決）とは異なり、第
三者が養子縁組無効の訴えを提起する場合、（a）原
告である第三者が養親ないし養子と親族関係にある
ことに加えて、（b）養子縁組の無効確認により相続、
扶養その他の身分的権利義務に直接に影響を受ける
者であること、または特定の権利を取得し、もしく
は義務を免れる者であることを要求する立場に従っ
ていた。
⑪の最高裁判決は、養子縁組が無効であることに
より自己の身分関係に関する地位に直接影響を受け
る者にのみ当事者適格を認めるという立場を打ち出
した 8）。この立場を正確に理解するためには、（ア）
「自己の身分関係に関する地位」とは何を意味して
いるのか 9）、（イ）養子縁組の無効確認によって「直
接影響を受ける」のはどのような場合なのかを明ら
かにする必要があった。本件の控訴審と最高裁の結
論が分かれたのも、この点に関する判断の違いがそ
の原因になっている 10）。
（ア）については、原告自身の相続権や扶養義務
などの権利義務に影響を受ける場合（養子縁組が有
効であれば、相続人の数が増えるため自らの相続分
が減少する場合や、相続人の地位を失う場合など）、
その条件を満たしているとするのが多数説であり、
（イ）については、民法877条2項に定める扶養を
命ずる審判などの何らかの手続きを経由しなくても
権利義務に影響が生じることを意味している 11）と
いうのが一般的な理解になっている。
7）	 この事案では、被告は、「相続財産管理人の選任手続に瑕疵があり、原告の代表者には代表権限がない」との主張を行ったようであ
るが、この点について、裁判所は、「相続人のあることが明らかでない場合の相続財産管理人の選任は、家事審判法9条1項甲類32
号の審判事項として家庭裁判所の専権に属するものとされており、選任の要件を欠くことが一見して明白であるにもかかわらず審判
がされたなど、当該審判を無効とみるべき特段の事情がある場合のほかは、その審判の効力を他の訴訟等において争うことは許され
ないと解される。そして、控訴人が別件審判の瑕疵として主張するのは、控訴人に意見を述べる機会を全く与えなかったことの手続
上の不当のほか、別件審判の申立人らが花子の特別縁故者に該当すると認めたこと及び本件養子縁組が無効である疑いがあるとした
ことについての判断内容の不当をいうものにすぎず、いずれも、上記特段の事情には当たらない。したがって、被控訴人代表者の権
限を争う控訴人の主張は理由がない。」としりぞけている。
8）	 この立場では、養親または養子の一方と親族関係にあることという要件は課されていないが、「養子縁組の無効により自己の身分関
係に関する地位に直接影響が生じること」という表現からすれば、親族以外の第三者がこうした利益を有する場合は想定しがたいと
されている（富越和厚『最高裁判例解説（民事篇）昭和63年』96頁。）。そうすると、親族関係にあることが原告適格の要件である
かないかはあまり意味がないことになる。
9）	 この点について、本間靖規「判例批評」民商100巻3号（1989年）136頁は、「養子縁組の無効が相続扶養等の権利義務」に限定
されるのか、あるいは「『親族関係の血統的純正の保持』という親族感情ともいうべき利益」も含めるのか問題になるとされている。
10）	酒井一・月刊法学教室466号（2019年）125頁。
11）	富越和厚・前掲書96頁以下。
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3　本件判決の立場
本件判決において、養親（被相続人）から包括遺
贈を受けた受遺者について、養親とは親族関係には
なく、また養子とは傍系の姻族関係があるにとどま
り、かりに養子縁組が有効であるとしても、相続や
婚姻障害に関して影響が生じないのみならず、扶養
義務との関係でも、家庭裁判所の審判により扶養が
命じられない限り影響を受けることがないので（し
たがって、「直接影響を受ける身分法上の地位はな
いことになり」）、「包括遺贈を受けた当該受遺者の
地位は身分法上の地位には該当しない」とした。し
たがって、⑪判決で最高裁が示した基準を適用した
具体例として実務上重要なものであると評価されて
いる 12）が、果たしてこの判断は妥当なものであっ
たのだろうか。筆者は疑問をもっている。
本件控訴審判決は、すべての相続財産の包括遺贈
を受けた受遺者は、養子縁組が有効であれば養子か
ら遺留分減殺請求を受ける地位にあり、この請求を
受けたときには、自らの財産上（相続）の権利義務
に影響を受けることが明らかであること、さらに（全
部包括遺贈である本件では直ちに問題になるわけで
はないが、）一部包括遺贈がなされ、受遺者以外に
相続人がいるときには、受遺者は遺産分割の当事者
となるべき地位を有することになることを指摘し、
養親から包括遺贈を受けた受遺者という地位は養親
の相続に関する地位であるといえるから、自己の身
分関係に関する地位に影響を受ける者に当たるとい
うべきであるとしている。法人には身分関係を観念
することはできないとしながら、相続人の地位との
類似性を指摘して相続財産法人に養子縁組無効の訴
えについての原告適格を認めた⑬判決とも、考え方
は共通しているとも考えられる 13）。
また、結果的に最高裁によってその結論が支持さ
れた第一審判決では、養子が受遺者に対して提起し
た別件訴訟である遺留分減殺請求訴訟において、受
遺者は養子縁組の無効を主張することができるか
ら、十分自らの利益を保護することができるとし、
かりに遺留分減殺請求訴訟の決着がついた（養子縁
組無効を理由として請求が棄却された）のちに養子
（その相続人である配偶者）から受遺者の地位を争
うために亡養親の遺言無効確認の訴えが提起された
としても、そこでも原告の適格を争うために養子縁
組無効を主張することができるので問題はないとし
ている（前訴判決では、養子縁組の無効は理由中の
判断であるから既判力が生じる対象にならない。）。
しかし、同じ争点（養子縁組の効力）について形を
変えて何度も訴訟を提起されることになる受遺者の
利益は十分守られているといえるのか、大いに疑問
である 14）。
また、最高裁の立場では、養子縁組の効力につい
12）	家庭の法と裁判21号（2019年8月）53頁の本件判決の解説。
13）	なお、⑬判決については、青木哲教授の判例評釈（私法判例リマークス 42号114頁以下）があり、大阪高裁の考え方について、①
相続財産法人を「相続開始時において被相続人に属していた一切の権利義務およびその他の法律関係を承継するもの」と理解し、被
相続人の権利義務を承継した相続人と同様の地位にあると位置づけることから出発し、②相続財産法人は、被相続人の相続財産の（暫
定的な）帰属主体であるから、（a）相続財産の帰属主体という「相続に関する地位」を縁組無効確認を求める法律上の利益を基礎づ
ける「自己の身分関係に関する地位」に含めているとされる。そして、「（縁組無効により）直接（身分関係に関する地位について）
影響を受ける」ことについて、「本件養子縁組が無効か否かは、被相続人の相続関係に直接影響を与えるもの」であり、「被相続人の
相続財産法人は、本件養子縁組が無効であるか否かによって相続に関する地位に直接影響を受ける者」であるとする。というのは、
縁組が有効であることが明らかになれば、「相続人のあることが明らかになったとき」として、法人が成立しなかったものとみなさ
れ（民955条）、相続財産法人は相続財産の帰属主体ではなくなるのに対して、縁組の無効が明らかになれば、相続財産法人が相続
財産の帰属主体であり、相続財産管理人による相続財産の清算が行われることになるからであると説明される。
14）	第一審判決は、「原告は、本件請求の本案判決が得られなくても、別件訴訟（遺留分減殺請求訴訟）で本件養子縁組の無効を主張す
れば、被告に対して自己の権利利益を防御することができるし、仮に被告が原告の包括受遺者の地位を争う別途の法的手続をとった
としても、同様に自己の権利利益を防御することができるから、上記のように解したとしても、原告に過酷な不利益が生ずることは
ない。原告の主張は、被告の同種の主張を先制攻撃的に封じておきたいというに過ぎず、採用の限りでない。」と述べているが、養
子縁組の効力という同じ問題をめぐって何度も訴訟を起こされるのは煩雑に耐えないから 1回の訴訟で決着をつけたいというのは当
事者にとって正当な要求なのではあるまいか。何度でも訴訟に応訴しろという裁判官の感覚には驚かされる。
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て実質的に相反する複数の判決が出される可能性が
あり（養子縁組の効力は前提問題として争われるの
で、その判断に既判力は生じないからである。）、そ
れは身分関係の画一性の要請に反することになろ
う 15）。
とりわけ、本件のように原告以外に養子縁組無効
確認の訴えを提起するであろうと予想できるような
養親と近い関係にある親族がいない場合には、その
効力に問題があると指摘されている養子縁組が半永
久的に戸籍に記載されたまま放置されるという状態
が生じることになるが、それは戸籍制度そのものの
正当性を疑わせることにもなりかねないのではない
だろうか。
15）	この点については、本間・前掲「判例批評」143頁、林屋礼二「判例批評」判例評論358号56頁以下を参照。
